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本日の内容

1. 水道事業（管路）の現状

2. 代表的な官民連携形態

3. 管路業務委託スキーム案

4. 管路に関する官民連携事例

5. まとめ
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１．水道事業（管路）の現状 –管路の現状と更新率–

5万人以下の事業体では管路更新率が相対的に低くなっている。
老朽管の解消に向けて、さらなる更新率の向上が望まれる。
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『水道統計』より

１．水道事業（管路）の現状–事業体の職員数の減少–
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業務を進めるにも職員数は年々減少しており、日常の業務を進
めるだけで精一杯の状況になっている。さらに技術系職員の減
少により、技術継承の課題も生じている。
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２．代表的な官民連携形態
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水道事業者等
国

都道府県

補助金等
アドバイス
連携

水道事業経営
事業計画・基本計画
経理・財務
料金徴収
維持管理

管路の設計
管路の施工（新設・更新）
管路の維持管理

利用料金
サービス提供

サービス提供 委託契約 管路整備費

ゼネコン

地元企業

水コンサル

栗本鐵工所参加

出資・配当ＳＰＣ、ＪＶ等

アドバイザリー
契約

水コンサル等

基本計画
予定価格算定
VFMの算定

※アドバイザリ－と企業連合の
コンサルは別企業

３．管路業務委託スキーム案 –管路DBMのご提案–
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お客様

工区1 工区2 工区3 工区N

……

地元企業の活用



設計・施工・維持管理一括発注方式（管路DBM）の提案～
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３．管路業務委託スキーム案

•複数年契約による事業の平準化が可能

•予算超過時は請負業者が一時負担（立替）することで執行予
算のピークカットを行う

管路更新需要

の平準化

•一括発注により職員の時間・負荷を軽減するとともに、経費
削減による経済効果を発揮する

•事業の一元化により、設計・施工を見据えた品質管理が可
能。工期短縮、品質の向上につなげる

設計・施工管理

の効率化

(職員の負荷軽減)

•維持管理を含めた発注により、年間業務量の平準化が可能

•地元企業に業務が担うことで業務確保と技術向上

地元業者

の活用・育成



岩手県矢巾町との取り組み（Prepare,Design, Maintenance ）

４．管路における官民連携事例

■取り組み内容（共同研究）
（H23）テーマ ： 既存データを利用したローコストな地盤判定に関する研究
（H24）テーマ ： 住民のアカウンタビリティを意識した管路更新計画策定
（H25,26）テーマ：効果的な管路更新に向けた弁栓類維持管理に関する取組み

－産官学連携による断減水リスク低減活動の枠組み－
■具体的な取り組み
公共および同町保有データ活用による耐震適合地盤判定、管路更新優先順位決定、
弁栓類点検および分析、将来人口を考慮した水需要予測および管網解析、弁栓台帳整備

耐震適合地盤判定

管路更新優先順位
空気弁分解点検

仕切弁等掘削調査
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大阪府大阪市との取り組み１（Build）
■案件名：給・配水管工事に伴う断・通水作業業務委託（平成26年度）その２
■案件概要：上水道及び工業用水道の給・配水管工事に伴う断・通水作業を行うもの
■履行または納入場所：北部水道工事センター管内
■入札参加資格：

平成16年度以降において、官公庁等の発注した
上水道における仕切弁の点検整備修繕及び
仕切弁操作を含む漏水調査等の業務を元請として
履行した実績を有する

■業務内容：
準備作業工（事前準備作業工、現地調査作業工、

断水PRビラ配布作業工、濁り減水PRビラ配布作業工等）、
仕切弁作業工（断通水作業工、水張り作業工、
管洗浄排水作業工、塩素注入・配水作業工、
弁栓類開閉作業工）、
付帯作業工、交通安全対策工、
調整連絡業務作業工

断通水関連業務状況

４．管路における官民連携事例
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大阪府大阪市との取り組み２（Maintenance）

■業務名： 水道施設弁類保守点検業務委託（平成25年度その２）
■業務概要 ：

上水道および工業用水道の導送配水管路に設置されている弁類の保守点検
■履行または納入場所：西部および北部水道工事センター管内
■入札参加資格：H14年以降、

官公庁において口径600㎜以上
のバルブの保守点検業務又は
修繕業務の契約実績を有する

■業務内容：
弁室内点検工、地上点検工、
位置確認点検工、空気弁点検工
整備工、水替工、
交通処理図作成工、
報告書作成工、準備工

弁類保守点検状況

４．管路における官民連携事例
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５．まとめ

• 今後、さらに増加する経年管の更新に向けて、適切
な現状認識と具体的対応策の検討が必要ある。

• 管路更新のさらなる推進力を得る手段が官民連携で
あり、管路DBMはその一手法である。

• 管路DBMの実施に向け、官民が一体となった体系・
仕組みの構築が必要である。
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ご清聴ありがとうございました。

2016/10/5 平成28年度 第2回水道分野における官民連携推進協議会


